
平成20年度予算

小千谷市の予算

特別会計 ( 総額 ) 11,145,599 
国民健康保険 3,659,207 
老人保健 772,934 
下水道 2,398,701 
農業集落排水事業 545,508 
介護保険 3,020,117 
宅地造成事業 20,922 
後期高齢者医療 728,210 

総額 170億6,000万円（対前年度比 5.8%増）

企業会計 ( 総額 ) 3,512,128 
ガス事業 1,868,962 
水道事業 1,253,964 
工業用水道事業 389,202 

企業会計もあります

市民のみなさんの暮らしをよりよくするために、市のお金（予
算）がどのように使われているのかをわかりやすく説明します。

本格復興に向け、豊かなまちづくりをめざす

借入金返済のために

41,679円

学校、公民館や図
書館のために

72,985円

道路・河川の整備
や住宅などに

60,458円

中小企業者や消費
者の支援に

23,222円

農林水産業の振興
などに

18,640円健康増進・病気予
防などのために

37,747円

高齢者・児童の福
祉などに

95,136円

市の事務管理に

48,317円

市議会に

3,849円

消防活動や防災の
ために

17,621円

震災から3年が経過しました。
平成20年度は、復興計画中期（再生段階）の初年度であり、震災からの本格復興に向け、豊かなまちづくりをめざします。
また、第四次小千谷市総合計画の都市像「創造、伝統、自然が織りなす誇りあるまち　おぢや」の実現に向け取り組ん
でいきます。

歳入
教育費
2,913,038千円

土木費
2,413,074千円

総務費
1,928,465千円

衛生費
1,506,602千円

農林水産業費
743,994千円

その他
162,752千円

商工費
926,842千円

歳出

民生費
3,797,181千円

そのほかに

特別会計があります

市税
5,794,708千円

自主
財源
54.6％

依存
財源
45.4％

繰入金・諸収入等
3,527,360千円

地方交付税
3,450,000千円

市債
1,595,500千円

国庫支出金
1,132,174千円

その他
790,100千円県支出金

770,158千円

平成 20 年度
小千谷市の予算 一般会計歳入・歳出の構成比

（市がお預かりするお金）
公債費
1,663,528千円

平成20年度一般会計
小千谷市民一人あたりでみた予算

427,430円

単位：千円

単位：千円

（市が使う予定のお金）

消防費
703,323千円

議会費
153,624千円

災害復旧費
106,408千円 労働費

41,169千円

市の人口：39,913人（平成20年3月末日現在）

その他

7,776円



�防災情報伝達手段検討経費 34万円
�備蓄物資購入・防災用備品整備 640万円
�洪水ハザードマップ・防災マップ作成（新規）

 1,058万円
�孤立集落対策用衛星携帯電話維持経費

 189万円
�小・中学校耐震補強事業 1,775万円
�し尿処理事業 9,648万円
�可燃ごみ・不燃ごみ処理事業

 4億3,602万円

 ３.健康で安心して暮らせるまち
（福祉・健康・医療）

1障がい者介護給付費・訓練等給付費扶助
 3億1,523万円

2障がい者地域生活支援事業 3,574万円
3補装具費給付事業 599万円
4自立支援医療費給付事業（更生医療）
 2,507万円
5在宅ねたきり老人介護手当 2,678万円
6介護予防・地域支え合い事業 3,279万円
7介護予防サービス計画事業 1,565万円
8未満児保育促進事業補助 540万円
9放課後児童健全育成事業 2,190万円
�児童扶養手当支給 9,312万円
�児童手当支給 3億34万円
�子育て支援センター事業（拡充） 2,903万円 
　・ファミリーサポートセンター 
　　　病後児預かり仲介サービス（新規） 
　・保育サポーター派遣 
　・子育て支援センター経費
�健康福祉まつり負担金 150万円
�健康診査・がん検診事業 7,525万円
�予防接種事業 5,069万円
�母子保健事業 1,502万円
　・ベビー・ファースト運動事業（拡充） 
　・妊婦一般健康診査事業
　・不妊治療費助成（新規）
�乳児・子ども医療費助成事業 7,522万円
�幼稚園振興事業補助（拡充） 3,456万円
�保険給付費 23億4,578万円
�後期高齢者支援金（新規） 3億9,755万円
�人間ドック助成事業 2,854万円
�健康づくり推進事業 314万円

 １.人を育み文化の香るまち
（教育・文化・スポーツ）

1すいせんプラン推進事業（新規） 448万円
2小・中学校コンピュータ教育推進事業（拡充）

 6,311万円
3特別支援教育事業（新規） 1,118万円
4小千谷小学校改築事業（新規） 12億50万円
5スクールアシスタント経費 973万円
6市民学習センター設置、運営経費（新規）

 5,019万円
7陶芸窯整備（新規） 230万円
8地域ジュニア競技スポーツクラブ育成事業

 210万円
9国体開催推進事業 400万円
�白山運動公園第三庭球場路面整備工事
 1,600万円
�市民プール内外装整備（新規） 2,550万円

 ２.安全で快適な美しい環境のまち
（環境・防災・交通安全）

1母子生活支援施設・公営住宅耐震診断
 1,460万円

2資源物集団回収奨励事業 702万円
3古紙回収事業（拡充） 227万円
4克雪住宅普及事業 7,019万円
5東小千谷地区洪水対策事業（新規）

 1,000万円
6除雪対策経費 3億4,725万円
7融雪施設整備助成事業 2,400万円
8一般木造住宅耐震診断補助 145万円
9消防団員活動服整備（新規） 1,085万円
�自主防災組織連絡協議会負担金 40万円
�消防施設整備事業（新規） 3,901万円

震災復興
1震災記録誌発行（新規） 500万円
2チャレンジショップ事業補助 350万円
3おぢやファンクラブ運営費補助 150万円
4震災復興スポーツ交流事業 100万円



平成 20 年度小千谷市の予算と主要事業

6都市計画道路東栄元中子線道路新設事業
 1億6,958万円

7住宅建築資金融資預託事業 8,600万円
8公営住宅施設整備 4,479万円
9公共下水道整備事業 4億2,254万円
�宅地内汚水ポンプ設置整備事業 200万円
�農業集落排水施設台帳整備 460万円
�上片貝地区農業集落排水事業

 2億7,813万円
�ガス・水道管路情報システム整備（新規）

 5,061万円
�水道未普及地域解消事業 800万円
�ガス管耐震化事業 8,803万円
�球形ガスホルダー耐震化事業

 1億5,800万円
�配水管耐震化事業 4,680万円

�信濃川右岸堤防改修事業推進
�国道117号千谷バイパス道路改築事業推進
�一級河川茶郷川改修事業推進
　一級河川表沢川改修事業推進

 ６.人と人とがふれあうまち
（交流・市民参加）

1ＮＰＯ法人設立活動費補助 100万円
2農村都市共生推進事業　（ソフト事業）

 594万円
3農村都市共生整備事業（ハード事業）

 7,936万円
4ふれあいの里管理費 1,046万円
5総合産業会館サンプラザ改修 730万円
6小栗山観光道路整備 2,587万円
7地域間交流センター施設維持修繕

 2,200万円
8市民の家整備 3,200万円

�特定健康診査・保健指導事業（新規）
 2,783万円

�介護サービス給付費 26億6,494万円
�介護予防サービス給付費 1億1,380万円
�高額介護サービス費 3,047万円
�地域支援事業（介護予防事業） 4,062万円
�地域支援事業（包括的支援事業・任意事業）

 3,888万円
�後期高齢者保健事業（新規） 638万円
�後期高齢者医療広域連合納付金（新規）
 6億6,356万円
�救急自動車整備費負担金 1,750万円

 ４.活気に満ちた産業のまち
（産業・経済）

1就職支援アドバイザー経費 168万円
2被災地域緊急雇用創出事業 1,800万円
3テクノ小千谷名匠塾補助 100万円
4新潟米ブランド強化推進事業補助

 2,200万円
5新規就農者支援事業補助 288万円
6中山間地域等直接支払事業補助 3,940万円
7生産調整推進対策奨励補助 1,500万円
8農業基盤整備事業 8,437万円
9堆肥置場整備（新規） 2,000万円
�養殖錦鯉輸出特別対策事業補助 275万円
�産学交流会・経済懇談会負担金（新規）

 30万円
�工場設置奨励金 2,250万円
�商工業融資資金預託 5億8,700万円
�企業立地促進事業（新規） 600万円
�就業者定住促進住宅家賃補助事業（新規）
 900万円

 ５.豊かな自然環境と共生するまち
（都市基盤）

1市道池中新田市ノ沢線整備事業 3,500万円
2管内図作成業務 1,630万円
3都市計画変更業務 200万円
4都市計画マスタープラン変更業務 200万円
5都市計画変更基礎調査業務（新規）

 410万円

計画推進のために 

1市議会本会議映像配信（新規） 63 万円
2ホームページ更新  950 万円
3庁内情報ネットワーク整備事業  1,769 万円
4戸籍電算化事業（新規） 4,101 万円



「子育て支援」

「防災のまちづくり」

「交流・定住促進」

「産業の振興」

■少子化対策は喫緊の課題で、放課後児童健全育成事業、
新しく始める病後児預かり仲介サービス、不妊治療費助
成とともに、ベビー・ファースト運動の推進によって地
域全体での子育て支援を進めます。

○未満児保育推進事業
○放課後児童健全育成事業
○子育て支援センター事業
　・ファミリーサポートセンター
　　　病後児預かり仲介サービス
　・保育サポーター派遣
○母子保健事業
　・ベビー・ファースト運動
　・妊婦一般健康診査事業
　・不妊治療費助成

■人材育成・技術伝承を目的としたテク
ノおぢや名匠塾や、おぢやファンクラブ
の支援、養殖錦鯉輸出特別対策事業補助、
産学交流会・経済懇談会の開催を支援し
ます 。

○テクノ小千谷名匠塾補助
○おぢやファンクラブ運営費補助
○新潟米ブランド強化推進事業
○新規就農者支援事業補助
○養殖錦鯉輸出特別対策事業補助
○産学交流会・経済懇談会負担金
○工場設置奨励金

○農村都市共生推進事業（ソフト事業）
○農村都市共生整備事業（ハード事業）
○就業者定住促進住宅家賃補助事業

■震災記録誌、ハザードマップ、防災
マップを作成するとともに、小・中学
校の耐震補強事業を引き続き進めます。

○一般木造住宅耐震診断補助
○公営住宅耐震診断事業
○消防施設整備事業
○震災記録誌発行
○洪水ハザードマップ作成
○防災マップ作成
○小・中学校耐震補強事業

４つの
重点施策

実質公債費比率とは
　平成18年4月に地方債制度が

「許可制度」から「協議制度」に
移行したことに伴い導入された財
政指標であり、公債費による財政
負担の程度を示すもので、公債費
だけでなく、債務償還経費や、一
部事務組合に対する負担金、公営
企業会計に対する繰出金なども市
の借金としてとらえ、この市の借
金が標準財政規模に対してどのく
らいの割合となっているかを見る
比率です。
　この指数が18％以上の地方公
共団体は、地方債の発行に国の許
可が必要になります。

経常収支比率とは
　市税や地方譲与税、使
用料・手数料などの毎年
自由に使うことができる
収入が、毎年経常的に支
出される人件費、公債費、
扶助費などの経費にどの
程度充てられているかを
示す指標です。
　この比率が高くなるほ
ど、財源に余裕がなくな
り、 新 た な 施 設 や 道 路、
公園などの整備に充てる
費用が少なくなることを
意味します。

平成16年度 平成17年度 平成18年度
経常収支比率 89.7 85.6 86.1
実質公債費比率 ----- 16.4 16.5
財政力指数 0.557 0.553 0.564
市税収納率 96.3 96.5 97.0

その他の主要事業

○市議会本会議映像配信
○都市計画道路東栄元中子線道路新設事業
○小・中学校コンピュータ教育推進事業
○市民学習センター設置
○市民の家整備

必要性・緊急性の高いものとして４
つの分野について重点的、効率的に
事業を実施します。

平成19年度末
残高

平成20年度
借入額

平成20年度
元金償還額

平成20年度末
残高

一般会計 137億
72百万円 

15億
96百万円 

14億円 139億
68百万円 

下水道
特別会計

155億
6百万円

8億
77百万円 

11億
49百万円 

152億
34百万円 

農業集落排水
事業特別会計

28億
3百万円

1億
64百万円 

1億
14百万円 

28億
53百万円 

■市の財政や予算に関するお問い合わせは／企画財政課� 83-3507� 83-2789
Email:plan@city.ojiya.niigata.jp

■農村都市共生事業による交流の
推進とともに、新しくＵ・Ｊ・Ｉ
ターンによる就職、就農者への家
賃補助を実施し定住を促進するこ
とにより、市の活性化を図ります。 

市の財政指標

市の借金


